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中期経営計画の策定に当たって

１ 策定の趣旨

○ 山口県社会福祉事業団は、昭和４７年５月に、県立の社会福祉施設を管理運営する

ことを目的に設立され、以来、時代やニーズの変化にも対応しながら、高齢者や障害

者等の福祉の向上に向けて、適切な施設運営や事業実施に努めてきた。

○ そうした中、平成１２年の介護保険制度の導入等を背景に、当事業団は「県立施設

の受託経営」から「自立的経営」へと大きく舵を切ることが求められるようになった。

そのため、平成１４年度には、基本理念「その人らしさを大切に」を設定するとと

もに、給与制度の抜本的な見直しなど経営改善に着手した。また、在宅サービス分野

での取組を本格化することとし、平成１４年度に当時の「山口県伊保庄園」に居宅

介護支援事業所と訪問介護ステーションを開設、平成１５年度から平成１６年度に

かけては当時の「山口県はぎ園」に居宅介護支援事業所、デイサービスセンター、

グループホームを相次いで開設した。これらの取組を経て、平成１７年４月には、

特別養護老人ホーム３施設が県から当事業団に移管された。

○ こうした中、当事業団としては、自立的経営に向けた取組を一層進めるため、平成

１９年度の「経営改善計画（平成２０年度～平成２６年度）」の策定に続き、平成

２０年度に「中期経営計画（平成２１年度～平成２５年度）」（以下、「旧計画」と

いう。）」を策定し、サービスの拡充や更なる経営改善等に取り組んできた。

旧計画の期間中の主な取組としては、平成２３年４月に県から障害者（児）関係３

施設の移管を受けたこと、平成２４年４月に県から新築なった障害児入所施設「この

み園」の移管を受けたこと、平成２３年度・２４年度に特別養護老人ホーム「灘海園」

の移転新築工事を遂行し、平成２５年４月に全室個室・ユニットケア方式の新型特養

として運営開始したことが挙げられる。

また、この間、「伊保庄園」でのデイサービスセンターの開設、新しい「灘海園」

でのデイサービスセンター及び訪問介護ステーションの開設、「華の浦学園」での

児童（放課後等）デイサービスセンターの開設、さらには「たちばな園」及び「華南園」

での相談支援事業の開始など、在宅サービスの拡充に積極的に取り組んできた。

○ このように、平成２１年度以降今日まで、旧計画に基づく取組を着実に進めてきた

ところであるが、その計画期間が平成２５年度をもって終了することとなる。

このため、旧計画に基づく取組の実績について検証するとともに、社会保障制度

改革等に向けた国の動向（社会福祉法人による地域貢献の推進、地域包括ケアシス

テムの構築、障害者の地域移行の一層の促進等）や県の各種計画の推進状況、利用者

や地域社会のニーズの変化など、当事業団を巡る環境の変化を踏まえ、平成２６年度

以降の当事業団の経営の指針となる新たな計画を策定するものである。
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○ 今後は、この計画に基づき、“その人らしさを大切に”の基本理念の下、

◆ 利用者の立場に立った“選ばれる施設づくり”

◆ 地域から信頼される“地域とともに歩む施設づくり”

◆ 自立的経営を目指す“経営の基盤づくり”

の三つの基本目標に沿って、「質の高いサービスの提供」と「自立的経営の確立」を

目指した取組を一層推進していくこととする。

２ 計画の位置づけ

この計画は、当事業団経営の行動計画として定めるものである。

このため、この計画では、法人本部及び各施設の取組について三つの基本目標ごとに

具体的に記載するとともに、特に、計画期間中における「新規・拡充の取組」を明記し、

また、できる限り多くの数値目標を設定した。

３ 計画期間

この計画の期間は、平成２６年度から平成３０年度までの５年間とする。

なお、計画期間中においても、国における制度改正や報酬改定、県における諸計画の

見直し、福祉ニーズの変化などを踏まえ、必要に応じて見直しを行う。

４ 計画の着実な推進

この計画の着実な推進を図るため、各年度の事業計画については、この計画に基づき

策定することとし、また、この計画に掲げる取組内容や数値目標についての前年度の

実績を踏まえ、実効性あるものとして策定する。
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Ⅰ 経営の基盤づくり

当事業団が、「自立的経営の時代」にあって、基本目標に掲げる「選ばれる

施設づくり」、「地域とともに歩む施設づくり」を着実に進めるためには、そう

した取組を支える上での基本目標である「経営の基盤づくり」を推進すること

が極めて重要である。

このため、「経営理念等の徹底及び経営の透明性の確保」、「経営体制の強化」、

「財務基盤の強化」など６分野にわたり、当事業団の経営基盤を強化する取組

を進める。

１ 経営理念等の徹底及び経営の透明性の確保

(1) 経営理念・経営方針等の徹底

全ての職員に対して、当事業団の基本理念“その人らしさを大切に”や三つの基本

目標、中期経営計画、年度毎の事業計画・予算等について、各種会議や研修等を通じ

て周知徹底を図る。

各職員は、こうした基本理念等を念頭に置いて、利用者に対するサービスの提供な

ど日々の業務を遂行する。

(2) 経営情報の積極的な公開

社会福祉法人としての経営の透明性を確保し、公正で開かれた事業運営に資する

ため、今後とも、定款、中期経営計画、年度毎の事業計画及び事業報告、財務諸表、

役員及び評議員の名簿等について、当事業団のホームページや広報誌「事業団だより」、

更には全国社会福祉法人経営者協議会のホームページ等を通じて積極的に公開する。

(3) 広報活動の推進

○ 利用者、家族をはじめ広く県民等からの理解を得るため、当事業団の基本理念や

事業内容、各施設の運営状況等について、ホームページや「事業団だより」、各

施設の広報誌等を通じて広報する。

特に、ホームページについては、各施設の広報担当者で構成する検討チームを

早期に設置し、施設の運営状況についての創意工夫による分かりやすくタイムリー

な情報提供など、内容充実のための取組を進める。

また、車両用マグネットシートの活用など、効果的なＰＲ方法について検討し、

可能なものから実施する。

○ 福祉・介護サービスの利用を希望する方々の適切な選択に資するため、「介護

サービス情報公表制度」、「グループホームの外部評価制度」、「福祉サービス第三

者評価制度」等を活用して、各施設のサービス提供体制やサービス内容等について、

積極的に公表する。
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新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 ホームページ検討チームを設置し、内容を充実

新 車両用マグネットシート等によるＰＲの取組を推進

２ 経営体制の強化

(1) 施設の改築・改修と新たな事業の展開

当事業団の経営体制の強化を図るため、より質の高いサービスを提供できる、ハー

ド・ソフト両面からの取組を進めることとする。

○ 現在、当事業団の設置・経営施設のうち、既に改築整備が完了した「灘海園」

及び「このみ園」（県による改築）以外の施設は、いずれも老朽化が進んでおり、

利用者の快適な環境の確保や働きやすい職場づくりの観点に立って、全面的な改築

や改修に取り組むことが大きな課題となっている。

このため、改築については、優先度や整備内容、所要経費等を総合的に検討の上、

計画的に取り組むこととし、とりわけ緊急性の高い「華の浦学園」については、

この計画における最重点の取組として、平成２８年度・平成２９年度に実施する。

また、「華南園」については、今後策定する事業団全体の「中長期の収支見通し」

を踏まえ、この計画の期間中に改築の基本方向を決定する。

さらに、「伊保庄園」及び「オアシスはぎ園」については、できる限り早期に

居住棟のリビング機能等の充実のための改修を行うこととし、「たちばな園」に

ついては、相談支援の充実に向け、独立した事業所として平成２６年度に整備する。

・華の浦学園（築４１年） ・華南園（築４０年） ・伊保庄園（築３７年）

・たちばな園（築３６年） ・オアシスはぎ園（築３４年）

○ 県立施設「山口県みほり学園」については、指定管理者制度により当事業団が

運営しているが、改築については、県の主体的な対応が必要であることから、計画

期間中の早期に、改築内容等についての当事業団の考え方を検討・整理し、県に

対し所要の働きかけを行う。

また、県の施策として設置された「山口県児童センター」及び「山口県社会福祉

会館」の老朽化対策については、県の主体的な対応が必要であり、特に、児童セン

ターのプラネタリウム及び空調設備は老朽化が著しいことから、できる限り早期の

改修等について働きかけを行う。

・山口県みほり学園 （築４１年）：県立施設、事業団の指定管理

・山口県児童センター（築３２年）：県内唯一の児童健全育成の拠点施設

・山口県社会福祉会館（築３８年）：県内唯一の社会福祉の拠点施設
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○ また、在宅の高齢者や障害者の増大し多様化するニーズに対応するため、地域の

実情を踏まえつつ、在宅サービスの新規展開や拡充に積極的に取り組むこととする。

具体的には、特別養護老人ホームにおいて、いわゆる在宅福祉三本柱（短期入所、

通所介護、訪問介護）やグループホーム等を完備する体制の整備を進めるとともに、

障害者（児）関係施設においては、「地域生活への移行」を支援するためのグループ

ホームの整備や、放課後等デイサービス及び相談支援事業の拡充等に取り組む。

《施設別の新規・拡充の取組》

施設種別・施設名 新 規 ・ 拡 充 の 取 組

特別養護老人ホーム

灘 海 園 拡 デイサービスセンターの定員増

（現在１５人→Ｈ２６：２０人→計画期間中早期：３０人）

新 グループホーム（又は小規模多機能事業所）を創設

伊 保 庄 園 拡 デイサービスセンターの定員増

（現在１５人→計画期間中早期：２０人）

拡 居住棟のリビング機能、ターミナルケア等の充実の

ための改修

オアシスはぎ園 新 訪問介護ステーションを創設

拡 居住棟のリビング機能、ターミナルケア等の充実の

ための改修

障害者（児）関係施設

た ち ば な 園 拡 特定相談支援事業所→相談支援事業所（Ｈ２６）

（独立事業所を整備、対象を障害児に拡大）

新 グループホームの創設及び生活介護の定員増を検討

華 南 園 拡 相談支援事業所の体制強化（Ｈ２６）

新 改築の基本方向（障害者支援施設、グループホーム、

居宅介護等）を決定

華 の 浦 学 園 新 児・者併設施設として改築整備（Ｈ２８～Ｈ２９）

障害児入所施設：定員１５～２０人

障害者支援施設：定員３０～３５人

＊生活介護、短期入所、放課後等デイ・児童発達支援

新 グループホームの創設を検討
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こ の み 園 新 放課後等デイサービスセンター・児童発達支援

事業所を創設 （Ｈ２６．７事業開始、定員１０人）

(2) 組織体制の整備と職員の適正配置

○ 質の高いサービスを効果的・効率的に提供するため、事業の新規展開や拡充に

当たっては、必要となる組織体制を整備するとともに、既存の組織についても、

適宜、業務内容や勤務体制等について必要な見直しを行う。

また、調理業務については、既に「このみ園」と「華南園」で外部委託している

ところであり、他の施設についても、「このみ園」等での実績を踏まえ、委託の

メリット・デメリットや円滑な移行のための条件整備等について検討し、可能な

施設から順次、外部委託への移行を進める。

○ 「自立的経営」の確立に向けて安定的かつ効率的な経営を進めるため、事務局・

各施設毎に真に必要と認められる職種及び人員について適正な職員配置を行うこと

とする。

また、職員の定数管理に当たっては、各組織の業務量等を的確に把握し、正規

職員の計画的採用、退職職員の再雇用制度や嘱託職員制度の活用等により、適切に

対応する。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 調理業務の外部委託の推進（可能な施設から順次移行）

(3) ＰＤＣＡサイクルによる業務改善

ケアプラン、個別支援計画等に基づく利用者へのサービス提供や、各種マニュアル

等に基づく様々な業務の遂行に当たっては、ＰＤＣＡサイクルによるマネジメントを

行い、サービスの質の向上、業務の効率化やコスト削減など、業務全般にわたる改善

に努める。

※ ＰＤＣＡ：Plan（計画），Do（実行），Check（評価），Action（改善）

(4) 職員提案制度の実施

職員一人ひとりが、事業団経営や利用者本位のサービス提供等に関して自由に意見

等を述べることができる「職員提案制度」を創設・実施し、事業団の経営の改善や

サービスの質の向上につなげる。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

新 職員提案制度の創設
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(5) 情報の収集と有効活用

各年度の事業計画の策定や業務の改善等に資するため、平成２５年度に再構築した

パソコンシステムの活用により、事務局及び各施設において国や県・市町、関係団体

等の情報を収集し、迅速な情報の交換や共有化、業務の効率化を進める。

３ 財務基盤の強化

(1) 施設改築やサービス拡充のための財源確保

今後、この計画に基づく施設の改築・改修や新たな事業の展開を着実に進めるため

には、必要となる財源の確保が不可欠であり、これまでの実績も踏まえ、引き続き、

稼働率向上等による収入増やコスト削減などにより、「特別積立金」の増額を図る

こととする。

また、施設の改築等に当たっては、できる限り国・県や民間団体の助成制度を活用

するとともに、必要に応じて「福祉医療機構」等からの資金の借入れを検討する。

【数値目標】

◆ 特別積立金の積立額：毎年度１５０百万円以上

（参考）Ｈ２１～Ｈ２４の平均積立額：２１８百万円

(2) 適切な予算管理及び適正な会計処理

○ 自立的経営の確立に向けて財務基盤を強化するため、稼働率の向上やサービスの

拡充による収入増及び業務の効率化等による支出削減を基本として毎年度の予算

を編成するとともに、毎月の試算表により予算執行状況を把握し、適正な執行に

努める。

○ 平成２６年度から「新会計基準」に移行することとしており、新しい財務ソフト

による適正な会計処理に努めるとともに、監事（公認会計士）による監査や指導の

内容を踏まえ、必要な改善を図るなど、社会福祉法人としての会計処理の信頼性を

更に高めていく。

(3) 業務の簡素・効率化によるコスト削減

○ 各種会議や研修会等において職員に対しコスト意識を周知徹底するとともに、

適切な予算管理の下、コスト節減の進捗状況を点検・把握し、適宜、節減方法の

見直しを図っていく。

○ また、「エコアクションプラン」（平成２６年度当初に見直し予定）に基づく温

室効果ガス排出量削減の取組を通じて、一層のコスト削減に努める。

○ 業務の流れやサービスの内容・方法について随時検証し、必要なものについては、

効率化に向け早期改善に取り組む。
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(4) 省資源・省エネ等環境保全への対応

環境への負担の軽減と環境保全意識の向上を図るため、「エコアクションプラン」

に掲げる数値目標の達成に向けて、同プランに定める水道使用量や電気使用量の削減

などの具体的取組を進める。

【数値目標】

◆ 温室効果ガス排出量：Ｈ２５実績の５％減

（参考）Ｈ２４実績：２，２４５千 Kg-CO2

(5) 安全性と有利性を考慮した資金運用

資金の運用に当たっては、安全性を基本とする一方、有利性も考慮し、特に、退職

給与積立金及び特別積立金については、金利動向を踏まえつつ、資金収支等を見極め

ながら、定期預金や国債等により運用する。

４ サービス向上を担う人材の確保と育成

(1) 専門性の高い人材の確保

○ 「福祉は人なり」という言葉がある。当事業団の経営やサービスを担う専門性の

高い人材の確保を図ることが重要であることから、多様化・高度化するニーズに

対応できるよう、事務職、理学療法士等の専門職の採用を進める。

○ 正規職員の採用試験は引き続き競争試験によることとし、ハローワーク、福祉・

医療関係団体、福祉系大学や専門学校等に幅広く「受験案内」を配布するなど、

効果的な職員募集に努める。

○ 大学や専門学校等からの実習生の受入れについては、福祉人材の育成という社会

貢献の観点に立って、今後とも、実習指導者の育成・確保など受入れ体制の整備

を図り、積極的な受入れに取り組む。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

新 正規職員として事務職を採用

新 正規職員として理学療法士、作業療法士等を採用し特養３施設に配置

(2) 各種研修の充実等による職員の資質向上

○ 自立的経営を進める上で必要な使命感や能力、更には質の高いサービスの提供に

必要な専門的な知識・技術を持った職員を育成するため、「事業団職員研修実施

要綱」に基づき、本部研修、施設研修及び自己啓発研修を総合的に実施する。

そのうち、本部研修については、階層別研修においてグループ討議を導入する

など効果的な研修に努めるとともに、セミナー研修の発表内容のレベルアップに

向けた取組を進める。
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また、施設研修については、施設内での各種研修の拡充に努めるとともに、より

高い専門性や幅広い知識の習得に向け、全国研修や関係団体による研修への参加

機会の拡大を図る。

さらに、自己啓発研修に位置付けている海外視察研修についても、職員の積極的

な参加を支援していく。

○ 職員の職務遂行能力の向上を図るためには、各種研修の受講に加え、各所属にお

ける OJT を積極的に展開することが有効であることから、特に、新任職員に対し

ては、平成２５年度から本格実施しているチューター制度の効果的な運用を図る。

また、特定業務嘱託職員や非常勤職員については、各所属において、OJTを効果

的に行う体制づくり（育成計画の作成、職務の割当て、指導者（コーチ）の割当て、

職場の風土づくり等）を行い、職務遂行能力の確保・向上を図る

○ 当事業団においては、事務局や９箇所の経営施設が県内に点在していることから、

「事業団への帰属意識や専門性を高め合う」という観点に立って、職種別・階層別

の「情報交換会」の関係施設持ち回りでの開催や、法人本部職員と施設職員の意見

交換会など、様々な形での職員交流・意見交換の機会を更に拡大する。

○ 職員の資質向上を図る上では、会議の場の活用も有効であることから、自立的

経営の考え方、本計画の内容や年度毎の事業計画・予算等について、各種会議を

通じて周知徹底を図る。

また、人事異動や人材の登用についても、適材適所の考え方に立つことはもとよ

り、職員を文字どおり「人財」として育てること、職場の活性化を図ることなど、

幅広い視野に立って進める。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 「事業団職員研修実施要綱」に基づく研修の充実

・階層別研修等の充実、セミナー研修のレベルアップ

・各施設で実施する各種研修の拡充

拡 職種別・階層別の「情報交換会」の開催

拡 法人本部職員と施設職員の意見交換会の開催

(3) 資格取得等に対する支援

職員の能力・資質の向上を図るとともに、自立的経営やサービスの質の向上に資す

るため、引き続き、「資格取得等助成要領」等に基づき、社会福祉士、介護福祉士、

介護支援専門員、看護師等の資格取得に必要な経費（受講料、交通費等）の一部を助成

するとともに、適宜、必要な見直しを行い、制度の改善を図る。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 資格取得等助成制度の改善
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【数値目標】

◆ 資格取得者数：Ｈ２５実績の２０％増

・介護支援専門員 ５１人 ６２人

・社会福祉士 ３７人 ４５人

・介護福祉士 １５２人 １８３人

(4) 人事考課制度の実施

人事考課は人材育成の重要な手段の一つであるという考え方の下、平成２３年度

から本格実施しており、今後とも、適正で公平な、客観性ある制度として運用し、

必要に応じて見直しを行う。

○ 能力考課については、人材育成や適切な人事配置等に資するため、今後とも、

主任級以上の職員について「能力考課実施要領」に基づき実施し、一般職員につい

ては、当面、試行を継続し、本格実施について検討する。

○ 成績考課については、管理職員の成果責任の明確化と効率的なマネジメントに

資するため、「成績考課実施要領」に基づき、課長級以上の職員について実施して

おり、今後とも、継続実施する。

(5) 職員の処遇改善

職員の処遇は、働きやすく魅力ある職場づくりの推進や人材の確保を図る上で重要

であり、介護報酬等の改定状況、中長期的な収支や施設改築等のための財源確保の

見通し等を踏まえ、必要に応じて給与等の改善を図ることとする。

○ 正規職員の給与については、初任給格付けの見直しを図るとともに、国の人事院

勧告の内容等を踏まえ、必要な改善を図ることとする。

また、リーダー手当の拡充を図るとともに、福祉職については、専門性向上の

観点から新たに「資格手当」を創設する。

○ 再雇用職員及び特定業務嘱託職員の報酬等の改善を図るとともに、非常勤職員の

賃金等については、正規職員の給与の状況を踏まえて必要な見直しを行う。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 正規職員の初任給格付けの見直し等

拡 リーダー手当の拡充、福祉職を対象とした「資格手当」の創設

拡 再雇用職員及び特定業務嘱託職員の報酬等の改善

(６) 障害者雇用の推進

当事業団では、平成２６年３月１日現在、１１名の障害者を雇用（Ｈ２１：３名）

しており、今後とも、障害者職業訓練の受託やトライアル雇用奨励金等の活用も図り

ながら、「障害者雇用の促進等に関する法律」に基づく法定雇用率の達成に努める。
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【数値目標】

◆ 法定雇用率（２．０％）の達成

５ 法令等の遵守及び安全の確保

(1) コンプライアンスの徹底

社会福祉法人としての公益性や透明性の確保、適正な事業経営等が求められる中、

施設運営や業務の遂行に当たっては、全ての職員が、関係法令を遵守することはもと

より、当事業団の「職員行動規範」、「職員倫理規程」、「公益通報者保護規程」等を

遵守することが必要である。

このため、今後とも、各種会議や研修等を通じてコンプライアンスの徹底について

周知を図るとともに、関係団体の主催による研修にも積極的に参加するなど、多様な

取組を進める。

(2) 非常災害時等における対策の充実

豪雨、台風、地震、津波等の自然災害や火災、感染症の蔓延などの非常時における

対策に万全を期すため、「消防・防災計画」や各種の「感染症マニュアル」を必要に

応じて見直すとともに、各施設別の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や、各地域内の

社会福祉施設間での相互応援協定の締結に積極的に取り組む。

また、非常災害等に際しては、平成２４年１月に制定した「非常災害時等における

事業団施設間相互支援実施要領」に基づき、迅速かつ的確な対応を図る。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 「インフルエンザ感染予防・対策マニュアル」等の見直し

新 各施設別の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

拡 各地域での災害時等における相互応援協定の締結

(3) 個人情報保護の徹底

今後とも、個人情報の保護に関する法令等の遵守はもとより、独自に制定している

「個人情報保護規程」や各施設の関係規程等に基づき、事業団が実施するあらゆる

事業を通じて個人情報の保護に努めていくこととし、引き続き、各種会議や研修等を

通じて職員に対し周知徹底を図る。

(4) インターネット利用と情報セキュリティ

平成２５年度のパソコンシステムの再構築に伴い、インターネットへの接続が可能

なパソコンを大幅に増やしたところであり、今後とも、国や県・市町、関係団体等の

情報を迅速に収集し、様々な業務を進める上で有効活用を図っていく。

また、インターネット利用に際しては、ウィルス対策ソフトを常時更新するなど、

情報セキュリティの確保に努める。
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６ 職員の福利厚生及び健康管理

(1) 福利厚生事業の推進

○ 福利厚生の充実は、働きやすく魅力ある職場づくりを進める上からも重要である

ことから、当事業団の「職員互助会」では、各種の祝い金・見舞金の給付、グルー

プ活動に対する助成及び体育・文化活動事業に取り組んでおり、今後とも、必要な

見直しを行いながら、諸事業を継続的に実施する。

○ また、「福利厚生センター（ソウェルクラブ）」や「山口県健康福祉財団」に

引き続き加盟し、職員の積極的な制度利用を促進する。

◆「ソウェルクラブ」の事業

健康生活用品の給付、記念品・祝い品の贈呈、生活習慣病予防健診費助成、

クラブ・サークル活動助成、各種講習会、海外研修…など

◆「山口県健康福祉財団」の事業

慶弔費等の給付、人間ドック等の補助、生活資金の貸付、会員交流事業…など

(2) 健康診断の受診の徹底及び年次休暇等の取得促進

○ 当事業団の「職員健康診断実施要領」等に基づき、毎年度全ての職員を対象と

して実施する定期健康診断、夜間業務従事者を対象とする特別健康診断、女性職員

を対象とする婦人科検診等を受診するよう、周知徹底する。

各職員は、これらの健康診断等の結果を踏まえて、一層の健康管理に努めるもの

とする。

また、各所属長は、これらの健康診断等で精密検査や治療が必要と診断された

職員に対して、必要な指導や業務上の配慮をするものとする。

○ 年次休暇、夏期厚生計画、リフレッシュ休暇等の取得率の低い施設等については、

取得促進に向けた取組を進めるよう、施設長会議等を通じて徹底を図る。

また、必要に応じて育児休業制度や介護休業制度等が活用されるよう、該当職員

に対し周知を図る。

(3) メンタルヘルスケア等の充実

○ 各所属において、所属長、課長等は、日常業務の中で職員のメンタルヘルスに

配慮するとともに、メンタルヘルスに関する職員研修会を積極的に開催するなど、

対策の充実に努める。

また、病休等からの職場復帰を目指す職員については、各所属において、実情を

踏まえた「職場復帰支援プラグラム」を作成し、必要な支援を行うこととする。

○ 職員が不安や悩みなどについて専門機関に気軽に相談できるよう、引き続き、

「職員相談事業」を実施するとともに、職員に対し様々な機会に周知徹底を図る。

併せて、ソウェルクラブや山口県健康福祉財団等が実施する健康増進のための事

業やメンタルヘルスに関する講習会・相談事業などの利用を促進する。
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○ また、当事業団の「セクシャルハラスメント防止に関する規程」に基づき、必要

な対応をとるとともに、パワーハラスメントの防止についても、各種会議等を通じ

て周知徹底を図る。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 各施設においてメンタルヘルスに関する研修会を積極的に開催

【数値目標】

◆ メンタルヘルス研修会の開催回数：各施設年１回以上
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Ⅱ 選ばれる施設づくり

当事業団の基本目標である「選ばれる施設づくり」を推進するため、施設

種別毎の「施設運営の基本的考え方」に沿って適切な運営を図るとともに、

「サービス提供の基本方針」として、「利用者本位のサービス提供」、「サー

ビスの質の確保・向上」、「利用者の安全確保とリスク対策」を掲げ、利用者

の立場に立った質の高いサービスの提供に努める。

◎ 施設運営の基本的考え方

１ 特別養護老人ホーム【灘海園・伊保庄園・オアシスはぎ園】

○ 高齢者が、その心身の状況に応じて、自ら選択して適切な在宅サービスや施設サー

ビスを利用しながら、できる限り住み慣れた家庭や地域又は身近な施設で生活できる

よう、“その人らしさを大切に”の基本理念の下、満足度の向上を目指した質の高い

サービスを提供するとともに、利用者の安心・安全の確保に努める。

○ また、高齢者福祉の向上に更に貢献できるよう、今後、各施設とも、いわゆる在宅

福祉三本柱（短期入所、通所介護、訪問介護）やグループホーム等を完備する体制の

整備に向けた取組を進める。

○ さらに、今後、全国的に推進される「地域包括ケアシステムの構築」に向けては、

当事業団の３施設も、岩国・柳井・萩圏域の中で、市町や関係機関・団体等との連携

を一層強化し、施設サービスや多様な在宅サービスの質の向上に努め、高齢者サービ

スの拠点としての役割を果たしていく。

《施設サービス》

○ 「灘海園」においては、平成２５年度にスタートしたユニットケアの質の向上を

図る取組を更に進めることとし、「伊保庄園」及び「オアシスはぎ園」においては、

ハード面での環境が未整備な中、「灘海園」での実践も参考としながら、引き続き、

ユニットケアに準じたケアを基本としたサービスの提供に努める。

○ 「伊保庄園」及び「オアシスはぎ園」については、全面的な改築を将来の重要課題

として見据えつつ、当面、現在の建物での運営を継続することとするが、ケアの充実

のための居住棟のリビング機能（共有スペース）の改修や、ターミナルケアの充実の

ための改修など、具体的な対応策について検討し、できる限り早期に実施する。

《在宅サービス》

○ ３施設に併設する居宅介護支援事業所において、今後とも、地域の関係事業者等

との連携の下、地域の高齢者等からの様々な相談に応じ、適切なケアマネジメントを

実施する。



- 15 -

○ 「灘海園」と「伊保庄園」の通所介護については、ニーズの増加を踏まえ、早期に

定員増を図ることとする。なお、平成２７年度の制度改正における予防給付の見直し

に対しては、その内容を見極めつつ、３施設とも、適宜、適切な対応を図っていく。

○ また、訪問介護については、唯一未実施である「オアシスはぎ園」において、でき

る限り早期に訪問介護ステーションを開設する。

○ さらに、「灘海園」においては、事業団で２箇所目となるグループホーム（又は

小規模多機能事業所）の早期創設に向けて検討を進める。

① 灘海園

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

拡 デイサービスセンターの定員増

（現在１５人→Ｈ２６：２０人→計画期間中早期：３０人）

新 グループホーム（又は小規模多機能事業所）を創設

【数値目標】

◆ 特 養（定員１００人）：稼働率９６．２％（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ９７％

◆ 短期入所（定員 ２０人）：稼働率８６．９％ （ 〃 ） ８５％

◆ 通所介護（定員 ２０人）：稼働率 ８０％

◆ 訪 問 介 護：月平均訪問回数 ３００回

◆ 居宅介護支援：月平均利用者数２５人（Ｈ２４） ７０人

(注) 通所介護・訪問介護：Ｈ２４データなし（Ｈ２５開始）

② 伊保庄園

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

拡 デイサービスセンターの定員増

（現在１５人→計画期間中早期：２０人）

拡 居住棟のリビング機能、ターミナルケア等の充実のための改修

【数値目標】

◆ 特 養（定員１００人）：稼働率９６．６％（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ９７％

◆ 短期入所（定員 １４人）：稼働率４１．１％ （ 〃 ） ７０％

◆ 通所介護（定員 １５人）：稼働率３２．７％（Ｈ２４） ８０％

◆ 訪 問 介 護：月平均訪問回数４２２回（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ４５０回

◆ 居宅介護支援：月平均利用者数４１人（Ｈ２４） ６０人
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③ オアシスはぎ園

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

新 訪問介護ステーションを創設

拡 居住棟のリビング機能、ターミナルケア等の充実のための改修

【数値目標】

◆ 特 養（定員１００人）：稼働率９４．２％（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ９６％

◆ グループＨ（定員 １８人）：稼働率９７．２％ （ 〃 ） ９７％

◆ 短期入所（定員 １６人）：稼働率８０．０％ （ 〃 ） ８０％

◆ 通所介護（定員 ３０人）：稼働率６６．８％ （ 〃 ） ８０％

◆ 居宅介護支援：月平均利用者数６８人（Ｈ２４） ７０人

２ 障害者支援施設【たちばな園・華南園】

○ 障害者が、その有する能力や適性に応じて、できる限り自立した日常生活や社会

生活を営むことができるよう、“その人らしさを大切に”の基本理念の下、利用者の

人権や意思を尊重しエンパワメントの考え方に立って、満足度の向上を目指した質の

高いサービスを提供するとともに、利用者の安心・安全の確保に努める。

○ また、在宅の障害者（児）に対する「相談支援の充実」に向けて、平成２６年度に、

両施設において相談支援事業所の体制を強化する。特に、「たちばな園」については、

既設建物を改修して独立した事業所を整備するとともに、新たに障害児に対する相談

支援事業も開始する。

さらに、「たちばな園」においては、「地域生活への移行」を支援するため、グル

ープホームの創設や生活介護の定員増について検討する。

○ 「華南園」の全面的な改築については、障害者福祉のニーズの変化や建物の老朽化

の度合い等を踏まえ、「華の浦学園」の改築整備に続く重要プロジェクトとして位置

付けることとし、今後、県や関係市と協議・調整しながら検討を進め、この計画の

期間中に、改築の基本方向（障害者支援施設、グループホーム、居宅介護等）につい

て方針決定する。

① たちばな園

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

拡 特定相談支援事業所→相談支援事業所（Ｈ２６）

（独立事業所を整備、対象を障害児に拡大）

新 グループホームの創設及び生活介護の定員増を検討
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【数値目標】

◆ 施設入所（定員６０人）：稼働率９６．８％（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ９８％

◆ 生活介護（定員６０人）：稼働率９７．３％ （ 〃 ） ９８％

◆ 短期入所（定員 ４人）：稼働率 １．１％ （ 〃 ） ３５％

◆ 相談支援：月平均計画作成・モニタリング数５．７７人（Ｈ２４） 30人

② 華南園

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

拡 相談支援事業所の体制強化（Ｈ２６）

新 改築の基本方向（障害者支援施設、グループホーム、居宅介護等）を決定

【数値目標】

◆ 施設入所（定員５０人）：稼働率９８．１％（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ９８％

◆ 生活介護（定員５５人）：稼働率９７．５％ （ 〃 ） ９８％

◆ 短期入所（定員 ４人）：稼働率５９．５％ （ 〃 ） ７０％

◆ 相談支援：月平均計画作成・モニタリング数９．６人（Ｈ２４） 3５人

３ 福祉型障害児入所施設・障害者支援施設【華の浦学園】

○ 肢体不自由を中心とする障害児（者）が、その有する能力や適性に応じて、できる

限り自立した生活を営むことができるよう、“その人らしさを大切に”の基本理念の

下、利用者の人権や意思を尊重しエンパワメントの考え方に立って、満足度の向上を

目指した質の高いサービスを提供するとともに、利用者の安心・安全の確保に努める。

○ 当園は、昭和４７年の開設で老朽化が著しく、利用者の約７割が１８歳以上であり

居住環境は狭隘な状況にある。また、障害者支援施設としての経過措置が平成２９年

度末までとなっている。これらの点を総合的に勘案し、当園を全面的に改築すること

について、平成２５年５月の理事会で方針決定したところである。

こうした経緯を踏まえ、平成２５年度に事業団内部に「華の浦学園・華南園改築等

検討委員会」を設置し、改築を巡る課題や整備内容、スケジュール等について検討

した結果、建設用地の制約等から「華南園」の整備とは切り離して、新「華の浦学園」

(仮称)を平成２８年度・２９年度に福祉型障害児入所施設と障害者支援施設との併設

施設として整備することとし、併せて生活介護や放課後等デイサービスセンター・

児童発達支援事業所の拡充を図ることとする。

また、施設本体の整備とは別に、「地域生活への移行」を支援する観点から、グル

ープホームの創設について検討を進める。
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新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

新 児・者併設施設として改築整備（Ｈ２８～Ｈ２９）

障害児入所施設：定員１５～２０人

障害者支援施設：定員３０～３５人

＊生活介護、短期入所、放課後等デイ・児童発達支援

新 グループホームの創設を検討

【数値目標】

◆ 障害児入所・施設入所支援・短期入所（定員５０人）

稼働率８７．２％（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ８８％

◆ 放課後等デイ・児童発達支援（定員１０人）

稼働率９６．８％（Ｈ２４） ９５％

４ 福祉型障害児入所施設【このみ園】

○ 知的障害を中心とする障害児が、将来にわたって、その有する能力や適性に応じて、

できる限り自立した生活を営むことができるよう、“その人らしさを大切に”の基本

理念の下、一人ひとりの人格を尊重し、個々の障害特性と発達段階に合わせて、生活

指導を基本とした療育訓練を行い、身辺自立等に向けた発達支援や社会参加のための

きめ細かな支援を行うとともに、児童の安心・安全の確保に努める。

○ また、地域で生活している障害児やその家族を支援するため、新たに放課後等デイ

サービスセンター・児童発達支援事業所を平成２６年７月に創設するとともに、当園

の専門的機能を活用して「障害児養育等に関する相談窓口」(保育士・心理士等が

対応）を設置し、保護者等からの相談に積極的に対応する。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

新 放課後等デイサービスセンター・児童発達支援事業所を創設

（Ｈ２６．７事業開始、定員１０人）

【数値目標】

◆ 障害児入所（定員５０人）：稼働率９５．8％（Ｈ２４） ９６％

◆ 短 期 入 所（定員１０人）：稼働率２２．８％（ 〃 ） ５０％

◆ 放課後等デイ・児童発達支援（定員１０人） ９５％

(注) Ｈ２４データなし（Ｈ２6開始）
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５ 情緒障害児短期治療施設【山口県みほり学園】

○ 家庭や学校及び地域において不適応行動を示す児童が、心の不安と混乱を取り除き、

協調性や連帯感を培い、一人ひとりがお互いの良さを発揮し信頼し合える人間関係づ

くりの方法を習得し、社会適応能力を高めていくことができるよう、“その人らしさ

を大切に”の基本理念の下、総合環境療法（心理治療・生活指導・学校教育）を行う

とともに、児童の安心・安全の確保に努める。

○ 特に、虐待を受けた児童に対しては心を癒す心理治療（回復的アプローチ）を、

また、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）等の発達障害児に対しては、

その発達特性に合わせた心理治療を行うとともに、家族再統合プログラムやＳＳＴ

（ソーシャルスキルトレーニング）など、専門的アプローチの一層の充実に努める。

○ 当園は、昭和４７年の開設で老朽化が著しく居室棟をはじめ施設全体が狭隘である

など、全面的な改築の必要性が高まってきていることから、できる限り早期に改築

内容についての当事業団の考え方を検討・整理し、県に対して所要の働きかけを行う

こととする。

６ 児童厚生施設【山口県児童センター】

○ 子どもたちが多くの仲間とふれ合う健全な遊びや多様な体験を通して心身ともに

健やかに育つよう、本県における児童健全育成・子育て支援の拠点施設として、今後

とも、“その人らしさを大切に”の基本理念の下、「遊ぶ」「観る」「聴く」「創る」

「集う」「学ぶ」の６分野にわたる取組の充実を図るとともに、環境整備や遊具の

点検・修理を徹底するなど、利用者の安心・安全の確保に努める。

○ プラネタリウム、空調設備等の全面改修について、県に対し所要の働きかけを行う。

【数値目標】

◆ プラネタリウム利用者数：年間１７，９２３人（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ２２，０００人

７ 【ゆ～あいプラザ 山口県社会福祉会館】

○ 本県の社会福祉関係団体の活動拠点として、今後とも、社会福祉・地域福祉の増進

に貢献できるよう、会館機能の充実や研修・会議会場としての利用の増進に努める。

【数値目標】

◆ 会議室等の利用者数：年間１９，２９１人（Ｈ２１～Ｈ２４の平均） ２０，０００人
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◎ サービス提供の基本方針

１ 利用者本位のサービス提供

(1) 利用者を尊重する姿勢

ア 基本姿勢

サービスの提供に当たっては、常に利用者の立場に立って、利用者の意思や自己

決定を尊重することを基本とし、利用者とのコミュニケーションを確保しながら、

主体的な活動や日常生活の自立に向けた支援などを行うとともに、家族や関係者等

に対しては、常に誠意をもって丁寧な接遇に努める。

イ 基本的人権への配慮

利用者一人ひとりの個別性（心身の状況、年齢、趣味・特技、生活歴等）を十分

理解し、基本的人権を尊重してサービスを提供するとともに、入浴や排泄のケアを

はじめ様々な場面でプライバシーの保護について徹底する。

ウ 身体拘束廃止・虐待防止の取組

今後とも、日常的なケアの見直しを通じて「身体拘束ゼロ」に向けた取組を進め

るとともに、生命保護・安全確保上、緊急やむを得ないと判断される場合にあって

も、必要最小限にとどめることとする。

また、「高齢者虐待防止・養護者支援法」、「障害者虐待防止・養護者支援法」並び

に当事業団の「職員行動規範」等に基づく虐待防止の取組について、全職員に対し

会議や研修など様々な機会を通じて周知徹底する。

エ 地域福祉権利擁護事業・成年後見制度の活用

「地域福祉権利擁護事業」（市町社会福祉協議会で実施：福祉サービス利用援助、

日常的金銭管理サービス、書類等預かりサービス）や成年後見制度について啓発

するとともに、必要に応じて相談や調整等を実施する。

(2) 利用者満足度の向上

これまで取り組んできた「利用者満足度調査」を引き続き実施し、その結果につい

ては、掲示板や利用者懇談会、家族会等の場で公表するとともに、全職員が共有し、

意見・要望を踏まえたサービスの改善に努める。

なお、この調査の調査票や実施方法等については、必要に応じて見直しを行う。

(3) 利用者等が意見を述べやすい体制の確保

ア 利用者・家族からの意見・要望への対応

利用者懇談会や家族会等の場を活用することはもとより、日常のサービス提供中

においても、利用者や家族からの意見・要望を積極的に聴き取るよう努める。

また、利用者等からの意見や要望については、その内容を関係職員間で共有し、

所要の改善を図るなど迅速に対応するとともに、対応結果を利用者・家族にフィー

ドバックして理解を得るよう努める。

イ 苦情解決の取組

利用者や家族、地域住民等からの苦情に対しては、当事業団の「福祉サービス
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に関する苦情解決取扱規程」に基づき、その解決に向けて迅速かつ的確に対応する

とともに、苦情受付から解決・改善までの経過や結果を記録することにより職員

間で情報を共有し、サービスの向上につなげていく。

２ サービスの質の確保・向上

(1) サービスの質の充実

ア 個別性に配慮した支援

利用者主体の個別性に配慮した支援に向けて、アセスメント能力を一層高め、

一人ひとりのニーズに即したケアプランや個別支援計画を作成し、適切なサー

ビスの提供及び充実に努める。

イ 健康管理

利用者一人ひとりの健康管理や栄養管理、感染症予防について徹底するなど、

日常的に疾病予防対策に取り組むとともに、協力病院や嘱託医との連携を図りなが

ら、疾病等の早期発見・早期治療に努める。

ウ 食事サービス

栄養ケアマネジメントにより利用者の身体状況・嗜好等を考慮しながら、個々の

利用者に応じた食事サービスを提供するとともに、地産・地消の実践や旬の食材の

使用など、安全で季節感のある食事の提供に努める。

エ 機能訓練

利用者の身体・精神機能に応じた機能訓練計画を策定し、個別又は集団で各種の

機能訓練を実施する。また、新たに特養３施設に理学療法士等を計画的に配置し、

訓練内容の充実を図る。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

新 正規職員として理学療法士、作業療法士等を採用し特養３施設に配置

オ 看取り介護（ターミナルケア）

「施設で最期を迎えたい」という利用者や家族の思いを尊重し、その意向に

沿って人生の最期をその人らしく迎えられるよう、協力病院･嘱託医との連携の

下、各職種が連携・協力し不安や恐怖心を緩和するなど、きめ細かい心のこもっ

たケアに努める。

特に、「伊保庄園」及び「オアシスはぎ園」については、ハード面の充実の

ための改修について検討し、できるだけ早期に実施する。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再々掲）

拡 【伊保庄園・オアシスはぎ園】

ターミナルケアの充実のための改修
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カ 生活環境の向上

生活環境は利用者の生活の質を左右する重要な要素であり、必要な設備の整備や

模様替え等に取り組むなど、可能な限り快適な環境の確保に努める。

特に、「伊保庄園」及び「オアシスはぎ園」については、居住棟のリビング機能

の充実のための改修等について検討し、できる限り早期に実施する。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再々掲）

拡 【伊保庄園・オアシスはぎ園】

居住棟のリビング機能の充実のための改修

キ 新たなプログラムの研究・導入

利用者のニーズの変化や将来予測される新たなニーズに対応するため、既存の

様々なサービスプログラム（ケア、支援、療育等）の改善に努めるとともに、全国

的な研究や実践の動向も踏まえ、新たなプログラムの研究や導入に努める。

(2) サービスの評価

ア 自己評価の実施

サービスの質の向上を図るためには、まずは、自らが提供しているサービスに

ついて組織的にふり返り、必要な改善につなげることが重要であることから、全て

の施設において、引き続き、必要に応じて評価項目等の見直しを行いながら、毎年

１回、サービスの自己評価を実施する。

イ 第三者評価の取組

サービス評価の客観性を保つ上では、自己評価に加え、第三者による評価を受審

することが有効であることから、今後とも、国が定めている「福祉サービスに関

する第三者評価事業に関する指針」に基づき、受審が義務づけられている「山口県

みほり学園」はもとより、義務づけのない他の施設（「山口県児童センターを除く）

についても、３年に１回のペースで受審する。

また、評価結果については、第三者評価機関である「山口県社会福祉協議会」の

ホームページで公表されることから、自施設の評価結果と併せ、他施設の状況も

参考にしながら、サービスの改善につなげていく。

【数値目標】

◆ サービスの第三者評価の実施回数：各施設３年に１回

(3) サービスの適切な実施のための取組

ア 各種業務マニュアルの充実

当事業団では、施設種別や業務内容等に応じた各種マニュアルを制定し活用して

いるが、関連制度の改正、組織体制の変更、利用者の状況の変化等に応じて、適宜、

新たなマニュアルの制定や既存マニュアルの内容の見直しを行う。
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また、各施設で独自に制定しているマニュアルのうち、業務内容が同一のものに

ついては、必要に応じて関係施設間で協議・調整し、可能な限りマニュアルの統一

化を進めていく。

イ サービス実施計画の策定・実施

各職種が連携・協働して的確なアセスメントを行い、利用者一人ひとりの個別性

に配慮したケアプランや個別支援計画を策定し、適切にサービスを提供していく。

ウ サービス関連情報の共有化

ケアプランや個別支援計画、サービスの実施記録等については、平成２５年度に

バージョンアップを図った支援ソフト（絆）を活用して作成し、関係職員による情報

の共有を徹底することにより、サービスの均質化や質の向上を図る。

３ 利用者の安全確保とリスク対策

(1) 利用者の安全確保

ア 事故、感染症等に係るリスクマネジメントの推進

利用者の安全を確保する上で、事故や感染症等は最大限の注意を払って回避すべ

きものであり、リスクマネジメントの観点に立って、各種マニュアルに基づき適切

な対応を図ることとする。

介護事故等の防止に向けては、引き続き、サービス提供の各場面におけるヒヤリ

ハット事例について、ＳＨＥＬＬモデルを活用した要因分析を行い、リスク軽減の

措置を講じるなど、きめ細かな対応を図る。

また、感染症については、常にその発生動向等に関する情報収集に努め、必要

な予防対策を実施するとともに、感染症の発生時においては、関係行政機関の

指導や嘱託医の指示等を踏まえ、適切な蔓延防止対策を実施する。

※ ＳＨＥＬＬとは何の略？

Ｓ：Software （ソフトウェア） Ｈ：Hardware （ハードウェア）、

Ｅ：Environment （環境） Ｌ：Liveware （当事者以外の人）

Ｌ：Liveware（当事者)

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

拡 「インフルエンザ感染予防・対策マニュアル」等の見直し

イ 食品の安全確保、衛生管理の徹底

平素から食品の安全に関する情報を収集し、食材の購入に当たっては、取引業者

に安全確認を要請するとともに、検収時に産地や賞味期限等をチェックするなど、

食品の安全確保に万全を期すこととする。

また、食材、厨房、居室等や調理従事者（委託の場合、当該業者と連携）の衛生

管理を徹底することにより、食中毒や感染症の予防を図る。
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ウ 施設・設備の点検及び修繕等の実施

施設内外のリスクの高い箇所の点検を定期的に行うとともに、腐食劣化等が

懸念される設備や多用される設備等については日常の点検を徹底する。

点検の結果、建物や設備等に異常を発見した場合には、利用者の安全の確保を

図るため、速やかに修繕等を行う。

(2) 危機管理

ア 災害（火災、台風、地震等）等に係る対策の充実

全ての施設において、消防・防災訓練や災害の種類に応じた避難訓練を継続実施

するとともに、「消防・防災計画」については、随時、必要に応じた見直しを行う。

また、各施設別の事業継続計画の策定や、各地域での相互応援協定の締結に取り

組むとともに、非常災害等に際しては、「事業団施設間相互支援実施要領」に基づき、

迅速かつ的確な対応を図る。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組 （再掲）

新 各施設別の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

拡 各地域での災害時等における相互応援協定の締結

イ 不審者対応の徹底

今後とも、各施設の実情に応じて、「不審者対応マニュアル」に基づく訓練や

侵入検知センサーの設置など非常時に備えた取組を実施するとともに、不審者情報

を察知した場合には、職員間で情報を共有し、利用者の安全確保を第一に、警察署

等と連携して的確な対応を図ることとする。
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Ⅲ 地域とともに歩む施設づくり

当事業団の基本目標である「地域とともに歩む施設づくり」を推進するため、

「地域福祉の拠点としての役割の発揮」、「地域交流・施設開放の推進」を掲げ、

地域に貢献し地域から信頼される施設を目指した取組を進める。

１ 地域福祉の拠点としての役割の発揮

(1) 関係機関・団体等とのネットワークづくり

各施設がそれぞれの地域において福祉の拠点としての役割を発揮していくために

は、地域内のネットワークの形成が不可欠である。

このため、引き続き、県の健康福祉センター・児童相談所、市町、社会福祉施設、

医療機関、社会福祉協議会等と、各種会議や日常的な情報交換等を通じて緊密な連携

を図り、より質の高いサービスの提供に努めるとともに、協働して地域福祉の課題の

解決に取り組むこととする。

(2) ニーズの変化に対応した在宅サービスの拡充

各地域において高齢者、障害者（児）等の福祉の向上に一層貢献できるよう、ニーズ

の変化を踏まえ、各種在宅サービスの拡充を図る。

具体的には、特養３施設において、いわゆる在宅福祉三本柱やグループホーム等

を完備する体制づくりの取組を進める。また、障害者（児）関係４施設においては、

「地域生活への移行」を支援するグループホームの整備や、放課後等デイサービス

及び相談支援事業の拡充等に取り組む。 ※ Ｐ５～Ｐ６及びＰ１４～Ｐ１８参照

(3) セーフティネット機能の発揮

高齢者や障害者（児）の緊急・困難ケースについて、ショートステイ等により可能な

限り受け入れるなど、関係機関や関係施設等との連携の下、地域におけるセーフティ

ネット機能を積極的に発揮していく。

また、特養３施設においては、社会福祉法人の使命として、今後とも、生計困難者

等に対する利用者負担の軽減制度に取り組む。

(4) 地域貢献活動の積極的展開

社会福祉法人としての公益性を一層発揮するため、各施設が有する人的・物的機能

を活用し、施設自ら又は地域の団体等と連携して、様々な地域貢献活動を積極的に

展開していくこととする。

具体的には、特別養護老人ホーム及び障害者（児）関係施設で配食サービスを実施す

るとともに、「このみ園」では新たに「障害児養育等に関する相談窓口」を設置する。

また、全ての施設において、原則として毎年度、「プラスワンの精神」で創意・

工夫しながら、「地域の高齢者福祉の増進」、「障害者に対する理解の促進」、「青少年

の福祉教育の推進」等の分野から一つ以上地域貢献の取組を展開していく。
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新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 配食サービスの実施【特養３施設、障害４施設】

・地域の独居高齢者や障害者等を対象に提供

新 障害児養育等に関する相談窓口の設置【このみ園】

・保育士、心理士等による相談窓口（週１回程度）

拡 「地域貢献プラスワンの取組」の実施【全施設】

・地域の高齢者福祉の増進に関するもの（地域住民対象の介護講習会など）

・障害者に対する理解の促進に関するもの（地域住民との交流イベントなど）

・青少年の福祉教育の推進に関するもの（中・高校生対象の職場体験など）

【数値目標】

◆ 「地域貢献プラスワンの取組」の数：各施設毎年度一つ以上

(5) 災害時要援護者に対する支援

各施設においては、平成２５年６月に改正・施行された「災害対策基本法」を踏ま

え、非常災害時に災害時要援護者の避難所（福祉避難所）として地域貢献できるよう、

市町から指定に関する申し出があった場合、入所者の処遇に支障が生じないよう配慮

することについて市町等と意見調整しながら、施設の建物や設備の現状等を踏まえ、

協定書の締結に向けて積極的に対応することとする。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 非常災害時における要援護者支援の充実【全施設】

・「福祉避難所」等の指定に関する市町からの申し出への積極的対応

２ 地域交流・施設開放の推進

(1) 地域との相互交流機会の拡大

地域との交流は、利用者の活動範囲を広げＱＯＬを高める上で、また、地域の人々

に施設や利用者に対する理解を深めていただく上からも極めて有意義である。

このため、地域社会の一員として地域での行事やイベント等に積極的に参画すると

ともに、地域の人々に施設の行事やボランティア活動に参加してもらうなど、施設と

地域の相互交流の機会を拡大する取組を進める。

(2) ボランティアの積極的な受入れ

広報誌等による新規ボランティアの募集、ボランティア研修会の開催などの取組に

加え、今後は、市町のボランティアセンターや「山口県高校生ボランティアバンク」

（Ｈ２５開始）等との連携を密にし、多様なボランティアの受入れを一層推進する。
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新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 市町のボランティアセンター等との連携強化による受入れの推進【全施設】

(3) 施設・設備や専門的機能の開放

施設開放の一環として、地域住民等からの要請に応じ、本来のサービスの提供に

支障のない範囲で、地域交流室や会議室、設備・備品等の貸出しを行う。

また、これまでも、地域で開催される福祉や介護に関する講習会、研修会等に専門

職員を派遣してきているところであり、今後は更に、地域との連携やＰＲ活動を強化

し、こうした取組の一層の拡充を図る。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 地域交流室や会議室、設備・備品等の貸出し【全施設】

拡 地域で開催される講習会・研修会等に専門職員を派遣【全施設】

(4) 地域でのボランティア活動の実施

地元自治会や社会福祉協議会、社会福祉施設等との連携の下、地域の清掃や花壇

づくり等の環境美化活動、地域イベントに対する人的支援、音楽活動による他施設と

の交流など、利用者や入所児童、施設職員によるボランティア活動の活発な展開を

促進する。

新 規 ・ 拡 充 の 取 組

拡 利用者等による地域でのボランティア活動の促進【全施設】


